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1. まえがき 

 前報 1)では、鉄鋼材料のへき開破壊靭性試験の

歴史と各国のへき開破壊靭性試験の規格の変遷に

ついて解説した。 

ASTM E399 の KIc試験は 2005 年の改訂で、脆性

-延性遷移を示すフェライト鋼のへき開破壊靭性

を本規格の対象外とした。また、2013 年に、CTOD

試験の規格である ASTM E1290 が廃止された。さ

らに、へき開とミクロボイド合体形の両破壊形態

を対象とした総合規格, ASTM E1820 は、2006 年の

改訂で「この規格は対象材料の破壊形態が予測 

できない場合に有用であるが、脆性-延性遷移を 

示すフェライト鋼のへき開破壊靭性を求める場合、

ASTM E19212)を適用することを推奨する。」と 

言う表現が追記された。したがって、現在、鋼の

脆性-延性遷移域でのへき開破壊靭性を求める 

ことを目的とした ASTM 規格は、ASTM E1921 の

マスターカーブ法のみとなっている。 

本報では、ASTM E1921 を適用して、へき開 

破壊靭性値, KJcを求める手法を詳しく説明する。 

 

2. ASTM E1921 による KJc の求め方 

2.1 概要 

ASTM E1921 は、へき開破壊の統計モデルと 

フェライト鋼に共通する破壊靭性値の温度依存性、

すなわち、マスターカーブから構成されている。 

へき開破壊靭性の試験片厚依存性は最弱リンク

説により説明できると考え、厚さ B の試験片から

得られた弾塑性破壊靭性値 KJc,Bを、式(1)を用いて

B=1 インチ(日本では 25mm)の試験片(以下、1T と

記す)の破壊靭性値, KJc,1Tに換算する。 

 

KJc,1T = Kmin+(KJc,B - Kmin)(B/ B1T)1/4   (1) 

 

ここで、B1T =25.4mm、Kminはへき開破壊靭性の

下限値で 20MPa√m とする 2)。 

ASTM E1921 では、適用試験片の KJc の平均が

100 MPa√m 付近になる温度を選んで、最少 6 個の

繰り返し試験を行い、式(1)により換算した KJc,1T

のバラツキが 3 母数ワイブル分布で表されるとし

た統計解析により KJc,1Tの中間値, KJc(med)を求める。 

KJc(med)と試験温度, T の関係は、参照温度, T0を

用いて式(2)で与えられる。 

 

KJc(med) =30+70 exp{0.019(T- T0)}    (2) 

 

これがマスターカーブと呼ばれるものであり、

T0は式(2)から分かるように KJc(med)=100MPa√m と

なる試験温度である。 

T0 が分かれば、式(2)に示す KJc,1T の中間値だけ

でなくバラツキを考慮した信頼限界も式(3)により

求められる。T0の求め方の詳細は 2.8 項で示す。 

 

KJc(0.xx)=20+[11+77exp{0.019(T-T0)}]× 

[ln{1/(1-0.xx)}]1/4  (3) 

 

ここで、xx は選択した累積確率、例えば 5% 

信頼限界の場合、0.xx は 0.05 となる。 

Shimizu-tech Technical Report, No.9 



 

 

2

 

2.2 適用材料 

本規格は、耐力が 275～825MPa の範囲にある 

フェライト鋼および母材との強度差が 10%以内で

ある応力除去焼鈍後の溶接金属に適用される。 

この規格で説明されている手順では、繰り返し

試験のデータの組はマクロ的に均質な材料を表し、

試験材料が均一な引張特性と靭性特性を持ってい

ることを前提としている。この試験方法を不均質

な材料に適用すると、T0 の推定値が不正確になり、

信頼限界が非保守的になると記されている。 

不均質材料の一例である多層盛溶接では、母材

または溶接材とは全く異なる局所的な特性を持つ

熱影響と脆化部が存在する可能性がある。 

 

2.3 試験片 

(1) 試験片形状 

適用試験片は、ASTM E1820 と同様、CT 試験片、

DCT(Disk Compact Tension)試験片および 3 点曲げ 

試験片である。広く利用されている CT 試験片を

Fig.1 に示す。その形状比は、W/B=2、a0/W=0.5±

0.05W である。なお、W は試験片幅、a0 は疲労 

予き裂を含む初期き裂長さの平均値である。 

ASTM E1921 では、W/B=2 の標準試験片しか 

認めていないが、3 点曲げ試験片だけは、W/B=1

の試験片も認めている。 

試験片のノッチ形状を Fig.2 に示す。Fig.2 に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Pin diameter=0.25W 

 
(b) Pin diameter=0.188W 

 

 

示すように、ノッチ高さ h は 0.063W 以下、疲労 

予き裂長さは0.5hと0.25mmの大きい方の値以上、

疲労予き裂長さとノッチ先端の V 形状部または 

R 部の長さの和が 2.0h 以上になる必要がある。 

疲労予き裂長さに関する要求は、2018 年の改訂

で変更になり、それ以前より緩くなっている。 

 

(2) 疲労予き裂導入条件 

疲労予き裂導入時の荷重比(最小荷重/最大荷重) 

は 0.1 で実施するのが効果的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.1 Compact Tension specimen2) 

 

 

Fig.2 Envelope of fatigue crack and crack starter notches, and requirement of fatigue crack length 2) 

ao：Average original crack length 
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疲労予き裂導入の初期荷重は、CT 試験片の場合、

式(4)で与えられる Pmより小さくする必要がある。 

 

      Pm＝0.4Bb0
2σY / (2W+a0)          (4) 

 

ここで、σY=(σys+σB)/2、σys：試験温度での降伏

応力または 0.2％耐力、σB：試験温度での引張強さ、

b0：平均初期リガメント長さ(=W- a0)である。 

疲労予き裂導入時の最大 K 値, Kmax に関する 

模式図を Fig.3 に示す。 

 

 
 

 

 

Fig.3 の Kf は、試験温度が疲労予き裂導入温度 

より低い場合 15MPa√m 未満、試験温度が疲労 

予き裂導入温度以上の場合 20MPa√m 未満となっ

ている。Fig.3 の Δapc、Δash、Δafについても細かい

決まりがある。それは規格 2)を参照願いたい。 

 

2.4 試験片寸法要件と有効 KJc の判定 

本規格 2)の試験片寸法要件は式(5)で与えられ、

KJc(limit)以下の KJcが有効データと見做される。 

 

KJc(limit)=[(Eb0σys)/{30(1-ν2)}]1/2     (5) 

 

ここで、E：ヤング率、ν：ポアソン比 

したがって、大きな KJc まで有効データを得る 

 

ためには試験片を大きくする必要がある。しかし、

この規格は、KJc≒100MPa√m を目標に試験するこ

とになっているので、さほど大きな試験片を必要

としない。通常、1T 以下の小形試験片を用いる 

ことが多い。なお、この規格には、小形試験片に

対し、以下の注意事項が記されている。 

試験片寸法と材料の流動特性に比べて破壊靭性

が高い場合、式(5)の要件を満たしても過度の塑性

流動によって引き起こされる拘束の損失により、

き裂前縁の応力-ひずみ場を一意的に説明でき 

ないことがある。この状態は、ひずみ硬化が低い

材料で起こる可能性がある。これが起こると、 

データの組の最大の KJc 値により、T0 の値が、

より高い拘束の試験片を用いて得られる値よりも

低くなる可能性がある。 

 式(5)の根拠や妥当性の検討および上記の注意 

事項に対する考察は、次報で行う。 

 

2.5 試験の手順 

疲労予き裂が導入されたら、試験片を試験機に

取り付け、目的の温度に調整・保持したのち変位

制御で静的に載荷する。へき開破壊が生じるか、

所定の変位に達するまで、荷重-荷重線変位の関係

を記録する。 

 

(1) 試験温度の選定 

使用する試験片の KJcが 100MPa√m 付近になる

温度を目標に、試験温度を設定する。 

規格 2)には、V ノッチシャルピ衝撃試験の 28J

または 41J に対応する吸収エネルギー遷移温度, 

TCVN が既知の場合、式(6)を用いて試験温度, T を

推定することができると記されている＊1)。 

 

T= TCVN+C                 (6) 

 

ここで、C は Table 1 から与えられる。 

 

Fig.3 Envelope of allowable Kmax during 

pre-cracking 2) 

*1) シャルピ吸収エネルギーの遷移温度と破壊靭性値の遷移温度の差は、試験片サイズのみならず材料の

降伏応力にも依存するとの報告 3)があるので、材料によらず式(6)を適用できるのか疑問が残る。可能なら

試行錯誤して T を決める程度の試験片数を準備するのが望ましい。 
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(2) 試験速度 

初期弾性域での K 値変化速度が 0.1～ 2 

MPa√m/sec.となる、変位制御モードで載荷する。 

 

(3) 試験本数 

試験は、選定した試験温度, T で 6 本以上行う。

厳密には、T と式(2)のマスターカーブで KJc(med)= 

100MPa√mとなる温度, T0との差, T-T0が50～-14℃

の場合 6 本、-15～-30℃の場合 7 本、-30～-50℃の

場合 8 本の有効データが必要となる。上記の温度

範囲外のデータは無効となる。 

 

2.6 弾塑性へき開破壊靭性値, KJc の計算 

(1) Jc 値の計算 

へき開破壊時の J値, Jcは弾性成分 Jeと塑性成分

Jpの合計として求められ、Jeは式(7)で与えられる。 

 

Je=(1-ν2)Ke
2/E            (7) 

 

ここで、Ke：Fig.4 の弾性成分(Area Ae)の K 値で

ある。Jpは式(8)で与えられる。 

 

 

Jp=ηAp/(B b0)             (8) 

 

ここで、Ap：Fig.4 の荷重‐荷重線変位の面積の

塑性成分、η：CT 試験片では η=2+0.522(b0/W) 

 なお、試験途中でポップイン(微小なへき開形 

き裂)が生じた場合、その取扱いは、規格を参照 

願いたい。 

 

(2) Jc から KJc への換算 

この規格では、式(9)を満足すれば、Jc は試験片

寸法に依存しないと見做される。線形弾性体では

式(10)が理論的に成り立つので、式(9)を満足する

Jcは、式(10)を介してへき開破壊時の K 値, KJcに 

換算できる。式(9)と式(10)を組み合わせると 

KJc≦[(Eb0σys)/{30(1-ν2)}]1/2 と表される。この式の 

右辺は式(5)の KJc(limit)と同じである。 

 

Jc≦b0σys/30                    (9) 

K=√{JE/(1-ν2)}               (10) 

 

2.7 無効および検閲データ 

(1) 無効データ(invalid data)の判定 

以下の試験データは、無効(invalid)と見做され、

次項の検閲データ以外は試験結果から除外する。 

1) 疲労予き裂を含む初期き裂長さの試験片厚 

方向の各測定値(8 等分の内側 7 点)と平均値の

差が、0.1(b0B)1/2より大きい試験結果 

2) 疲労予き裂長さに関する他の判定条件および

疲労予き裂導入条件を満足しない試験結果 

3) その他の合否判定条件で、無効と判定された

試験結果 

4) へき開破壊を伴わないで試験が終了し、次項

の(2)に示す、1)と 2)のいずれの検閲対象条件

も満足しない試験結果 

なお、破壊靭性試験の有効・無効の判定条件は

改訂されることがあるので、その詳細は規格の 

最新版を参照願いたい。 

 

(2) 検閲データ(censored data)の判定 

以下の 1)と 2)に示す試験結果は検閲対象となる。 
Fig 4 Definition of the plastic area for Jp calculations2) 

Table 1 Constants for test temperature selection 
   based on Charpy results2) 
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これらは、後述の参照温度, T0を求める統計処理に

対して有効な情報を含んでおり、以下のように 

データを置き換えて統計処理に利用される。 

1) 式(5)の KJc(limit)を超える試験結果。このデータ

は KJc(limit)に置き換えて統計処理に用いる。 

2) 安定延性き裂長さの最長が、0.05b0 あるいは

1mm のいずれか小さい方を超える試験結果。

この場合、そのデータ組における最大の有効

KJcに置き換えて統計処理に用いる。 

3) 1)と 2)の両方とも満たす場合、置き換えた 

2 つのデータの低い方を統計処理に用いる。 

 

2.8 試験結果の統計処理 

(1) 3 母数ワイブル分布 

ASTM E1921 では、KJcの累積破壊確率, Pf は、

式(11)に示す 3 母数ワイブル分布で表される。 

 

Pf =1-exp[-{(KJc - Kmin)/(K0 - Kmin)}m]   (11) 

 

ここで、m：形状パラメータ、K0：尺度パラメ

ータ、Kmin：位置パラメータである。ASTM E1921

では m=4、Kmin=20MPa√m として取り扱う。 

 

(2) K0 の算定 

K0 を求めるに際し、1T 以外の試験片を用いて 

得られたデータは式(1)を用いて 1T サイズに変換

しなければならない。 

1) データが全て有効の場合 

K0 は Pf =63.2%の KJc.に相当するので、N=6 個 

以上の有効な KJcをもとに式(12)で求められる。 

 

 

 

ここで、N：データの個数、KJc(i)：i 番目の KJc 

 

2) 置換データを含む場合 

2.7 の(2)に示した置換データを含む場合、K0

は式(13)で求められる。 

 

 

ここで、r：有効データの個数 

N：有効データと置換データの総数 

 

(3) K0 から KJc(med)への変換 

K0が分かれば、式(14)を用いて、Pf =50%に相当

する、KJcの中間値, KJc(med)が与えられる。 

 

KJc(med)= 20+(K0 − 20)(ln2)1/4      (14) 

 

(4) T0 の算定 

T0は、式(2)を変換した式(15)で与えられる。 

 

T0=T - ln{(KJc(med) -30)/70}/0.019     (15) 

 

式(14)で求めた KJc(med)と試験温度, T を式(15)に

代入すると T0が得られる。ただし、あるデータ組

の KJc(med)が 58MPa√m 未満の場合、そのデータ組

を使用して求めた T0 は無効となる。 

 

(5) 複数温度法による T0 の算定 

以上は単一試験温度を対象にT0を求める方法で

ある。規格 2)では、複数の試験温度を対象に T0を

求める手法も示されている。ただし、試験温度は

T0±50℃の範囲に限られる。-50℃≦T-T0<-14℃の

温度範囲のデータはT0を確定する上で精度が低く

なると考えられている。そのため、この温度範囲

ではより多くのデータが要求される。以下に示す

重み付け方法が必要な有効データ数を規定する。 

 

 

 

ここで、ri は i 番目の温度範囲,(T-T0)に存在 

する有効データの個数、niは Table 2 に示す(T-T0)

に対する重み係数である。 

 

Table 2 Weighting factor for multi-temperature analysis2) 

  
(16) 

 

K0= [ ∑{(KJc(i) − 20)4/N}]1/4+20         (12) 

 

N 

i=1 

 

K0= [ ∑{(KJc(i) − 20)4/r}]1/4+20          (13) 

 

N 

i=1 
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複数温度法では、反復計算で式(17)が成り立つ

T0 を求める。1T 以外の試験片を用いて得られた 

データは式(1)を用いて 1T サイズに変換してから

解析する。 

 

 

 

ここで、N は有効と置換データの総数、Tiは KJc(i)

に対する試験温度、KJc(i)は KJcの有効データまたは

2.7 の(2)に示した置換データである。δiはデータ

が有効な場合は 1、置換データの場合は 0 とする。 

  

3. ASTM E1921 による T0算定の具体例 

3.1 MPS/JSPS 共催のラウンドロビン試験 

MPS (Material Properties Council)ワーキンググル

ープと JSPS (Japan Society for the Promotion of 

Science)共催のラウンドロビン試験では、原子力圧

力容器用鋼である ASTM A 508 cl.3 を対象に、1T

サイズの CT 試験片を用いて、-100℃、-75℃、-50℃

の 3 温度で、それぞれ約 50 個の KJc値を求めた。

その結果は、Wallin ら 4)の論文に載っている。 

一部、試験片寸法や延性き裂長さが未記入の欄が

あったので、それらを省いた、-75℃で 50 個、-100℃

と-50℃で各 45 個の計 140 個のデータを用いて、

ASTM E1921 による T0の算定を行う。 

 

(1) 単一試験温度での解析 

1) -100℃と-75℃のデータを用いた T0 の算定 

-100℃と-75℃の試験結果には、KJc(limit)を超える

データはない。安定延性き裂の最長が 0.05b0 ある

いは 1mm のいずれか小さい方を超えるデータも

なく、すべて有効データである。 

式(12)および(14)を用いて各温度での K0 および

KJc(med)を求め、最後に式(15)を用いてT0を求めた。 

その結果を Table 3 に示す。-100℃と-75℃のデー

タから得られる T0 は、それぞれ -110.2℃および 

-105.1℃となる。 

 

2) -50℃のデータを用いた T0 の算定 

  -50℃の試験結果は、有効データが 33 個、KJc(limit)

を超えるデータが 12 個、その内の 2 個は安定延性

き裂の最長が 1mm を超えるデータである＊2)。 

これらは、2.7 の(2)に示す要領でデータを置き換

え、式(13)を用いて K0を、式(14)を用いて KJc(med)

を、そして式(15)を用いて T0を求めた。その結果

を Table 3 に示す。T0= -105.7℃は-75℃のデータか

ら得られた T0 (= -105.1℃)に近い。しかし、T= -50℃

は T0±50℃(= -156℃～-56℃)の範囲外なので、規

格としては無効となる。今回対象としたデータは

数が多く、温度範囲も少しの外れで収まっている

ので、T0±50℃の範囲外でも、上記の 1)と同等の

値が得られたと思われる。 

 

(2) 複数温度法による T0 の算定 

複数温度法による T0 の算定結果を Table 3 に 

示す。3 温度のデータを対象に、式(17)を介して

T0を求めると T0= -106.7℃となる。T= -50℃は T0

±50℃の範囲外なので、T= -75℃と-100℃のデータ

を対象に式(17)から T0 を求め直すと T0= -107.2℃

となる。上記(1)の結果から考えて当然であるが、

複数温度法の T0 は、単一温度で求めた値とよく 

一致する。 

 

 

 

 

(17) 

*2) 文献 4)には安定延性き裂の長さ,Δa の平均値しか記されていない。T= -50℃で一番高い KJcのΔa は 

平均値でも 1mm を超えている。2 番目は、平均値は 0.93mm であるが最長は 1mm を超えると推測される。 

Table 3 T0 calculated from the data4) of MPS/JSPS 
  Cooperative Testing Program 
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(3) A 508 cl.3 の KJc データとマスターカーブ 

今回対象としたKJcデータ 4)と試験温度Tの関係

を Fig. 5 に示す。同図には、T と T0が一番近い T= 

-100℃のデータから求めた T0 (= -110℃)を式(2)に

代入して得られるKJc(med)のマスターカーブと式(3)

から得られる 5% 及び 95%信頼限界の線、さらに

式(5)で与えられる KJc(limit)の線を併記した。 

 Fig.5 から、KJc(med)のマスターカーブは実験値の

ほぼ中央を通っていることがわかる。 

 

 
 

 

 

 

3.2 使用済みタービンロータ材 

筆者ら 5)は、使用済みタービンロータ材の破壊

靭性試験を種々の大きさの試験片を用いて行った。

また、そのデータを用いて、ASTM E1921 による

T0温度を求めた。その結果を Table 4 6)に示す。 

 

 

 

 

1TCTと0.5TCT試験片を用いて、それぞれ120℃

と 90℃で各 6 個の KJcを求めた。いずれも有効な

データであった。0.5TCT の KJcは KJc,1Tに換算し、

式(12)、(14)、(15)を介して各試験片のデータを 

もとに K0、KJc(med)および T0 を求めた。1TCT と

0.5TCT から得られた T0 は、それぞれ 87.7℃と

91.2℃であり、同等な値が得られた。2 つのデータ

を対象に、複数温度法の式(17)を介して求めた T0

は両者の中間の 89.5℃となった。 

この試験では、0.5T、1T 以外に 2T、4T、8T の

大形試験片を用いた破壊靭性試験を高温側で実施

した。式(1)を適用して、それらの結果を KJc,1T に

換算し、0.5T～8T の各試験片の KJc,1Tと T-T0の関

係を Fig.6 に示す。なお、T0 には、複数温度法で

求めた 89.5℃を用いた。 

 

 
 

 

 

Fig.6 では、0.5T(B=12.5mm)～2T(B=50mm)の試

験片の破壊靭性値から換算したKJc,1T (+, ◇, □)は、

実線で示した KJc(med)のマスターカーブ上にほぼ 

位置しているが、4T(B=100mm)及び 8T(B=200mm)

の大形試験片の破壊靭性値から換算された KJc,1T 

(〇, △)は、マスターカーブより明らかに上方に 

位置している。これは、Kmin=20MPa√m とした式(1)

の妥当性に絡む問題でもあり、その原因について

は続報で検討する。 

Fig.6 は、大形試験片を用いて T0 を求めると 

低温側、すなわち非安全側の評価になるケースが

あることを意味する。これは、2.4 に示した、小形

Fig 6 KJc,1T vs T-T0, obtained from the fracture  
     toughness data of used turbine rotors  
   of MPS /JSPS Cooperative Testing Program 

Table 4 T0 of used turbine rotor, obtained  
  with ASTM E1921 6) 

Fig 5 KJc,1T vs test temperature, obtained from the data 4)  

  of MPS/JSPS Cooperative Testing Program 
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試験片でひずみ硬化が低い材料では、塑性拘束の

緩和によりT0を低温側に算定する可能性があると

する注意事項と矛盾するが、理由を異にする。 

この点については、次報で説明する。なお、ASTM 

E1921 に準じて T0を求める際、あえて大形試験片

を選択することは、通常、あり得ない。 

 

4. むすび 

本報では、ASTM E1921 の試験手順とデータの

統計処理方法について説明した。また、ASTM 

E1921 による T0温度の算定例として、その手法を

MPS と JSPS 共催のラウンドロビン試験と筆者ら

が実施した使用済みタービンロータの破壊靭性 

試験に適用した結果を示した。いずれのケースも、

異なる温度で単一温度法により求めたT0は差異が

小さく、複数温度法で求めたT0ともよく一致した。 

緒言で示したように、低中強度鋼のへき開破壊

靭性値を求める ASTM 規格は、ASTM E1921 のみ

となっている。ASTM E 1921 では、1T (B=25.4mm)

サイズ試験片の評価温度でのへき開破壊靭性値の

中間値, KJc(med)とバラツキを考慮した信頼限界が

得られる。この結果を実機の安全性評価に適用 

する場合、結果をそのまま用いることはできず、

適用方法は維持規格 7)に委ねられている。ASTM 

E1921 で得られるのは、あくまでバラツキを考慮

した 1T サイズのへき開破壊靭性値であり、材料を

代表する破壊靭性値とは言えない。 

前報 1)で示したように、ASTM E1921 には、 

その考え方のベースに幾つかの仮説が存在する。 

次報では、その中の一つである、式(5)あるいは

式(9)で示される試験片寸法要件の根拠と妥当性に

ついて検討する。 
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